
　　　　　　　　　　　　日本カンタム・デザイン株式会社

                          東京都豊島区高松一丁目11番16号西池袋フジタビル

決　算　公　告
(第8期)

　自 平成29年 10月  1日
  至 平成30年  9月 30日

　　　　　　　　　　　　代表取締役　田口昌二



負債の部

科     目

流 動 負 債【 】

買 掛 金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

前 受 金

預 り 金

1年以内返済リース債務

固 定 負 債【 】

長 期 リ ー ス 債 務

負 債 の 部 合 計

金     額

】【 254,458,997

114,007,252

36,243,672

46,448,875

35,749,503

9,344,064

11,411,103

1,254,528

】【 1,521,072

1,521,072

255,980,069

純資産の部

科     目

株 主 資 本【 】

資 本 金【 】

法 定 準 備 金【 】

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

資本金準備金減少差益

剰 余 金【 】

そ の 他 利 益 剰 余 金（ ）

繰 越 利 益 剰 余 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等【 】

有価証券評価差額金【 】

純 資 産 の 部 合 計

負債・純資産の部合計

金     額

1,860,324,046】【

60,000,000】【

440,055,571】【

60,000,000

380,055,571

380,055,571

1,360,268,475】【

1,360,268,475）（

1,360,268,475

△415,273】【

△415,273】【

1,859,908,773

2,115,888,842

科     目

資産の部

流 動 資 産【 】

現 金 ・ 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

リ ー ス 債 権

商 品

未 着 品

貯 蔵 品

前 渡 金

短 期 貸 付 金

仮 払 金

前 払 費 用

未 収 入 金

仮 払 税 金

立 替 金

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産【 】

有 形 固 定 資 産（ ）

建 物 付 属 設 備

リ ー ス 資 産

機 械 装 置

建 物

工 具 器 具 備 品

少 額 資 産

建 設 仮 勘 定

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産（ ）

ソ フ ト ウ ェ ア

特 許 権

投 資 そ の 他 の 資 産（ ）

投資有価証券（役員退職金運用）

保 証 金

役員退職金保険積立

繰 延 税 金 資 産

子 会 社 株 式

リ ー ス 債 権

長 期 売 掛 金

貸 倒 引 当 金

資 産 の 部 合 計

金     額

1,794,798,572】【

866,309,430

5,399,082

442,069,287

19,762,613

213,026,650

3,268,340

7,615

40,719,286

170,000,000

72,592

18,040,578

15,697,590

253,600

239,532

△67,623

321,090,270】【

153,027,244）（

7,796,010

2,027,100

13,316,229

16,565,286

388,321,238

2,041,628

31,770,198

△308,810,445

8,817,347）（

2,289,284

6,528,063

159,245,679）（

78,483,895

19,259,320

11,524,800

4,991,804

2,300,013

42,685,847

1,374,488

△1,374,488

2,115,888,842

(単位：円)

貸 借 対 照 表

日本カンタム・デザイン株式会社

2018年  9月 30日 （当期会計期間末）



個 別 注 記 表

日本カンタム・デザイン株式会社

自 2017年 10月  1日  至 2018年  9月 30日 （当期累計期間）

1.この計算書類は、中小企業の会計に関する指針によって作成しています。

2.重要な会計方針

　　(1)資産の評価基準及び評価方法

　　　　 ①有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　　　　　　　　　時価のあるもの　　　期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  純資産直入法によって処理し、売却原価は移動平均法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　により算定しています。)
　　　　　　　　　　　  時価のないもの　　　移動平均法による原価法

　　　　②棚卸資産の評価基準及び評価方法　 最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法)

　　(2)固定資産の減価償却の方法

　　　　有形固定資産　　　 定率法(ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物(建物付属設備を除く。)
　　　　　　　　　　　　　並びに平成28年4月以降に取得した建物付属設備及び構築物については、
 　　　　　　　　　　　　定額法を採用しています。)
　　　　無形固定資産　　　 定額法

　　　　リース資産　　　　:所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　　　　　　　　　　 リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

　　(3)引当金の計上基準

　　　　貸倒引当金　　　 ：売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権
　　　　　　　　　　　　   については貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権については
　　　　　　　　　　　　   個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

　　(4)その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

　　　　消費税等の会計処理：消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

3.株主資本等変動計算書に関する注記

　　　　当該事業年度の末日における発行済株式の数

　　　　：普通株式　5億5万5571株


